
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥取県営鳥取空港特定運営事業等 
 

公共施設等運営権実施契約の延長等に関する合意書（案） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

鳥取県営鳥取空港特定運営事業等 

公共施設等運営権実施契約の延長等に関する合意書 

 

１ 事 業 名  鳥取県営鳥取空港特定運営事業等 

２ 事業の場所  鳥取県鳥取市賀露町及び湖山町 

３ 事 業 期 間  原契約第４９条に定めるとおり 

 

上記の事業に関して県と運営権者の間で平成３０年４月２０日に締結された「鳥取県営鳥取空港特定運営事

業等公共施設等運営権実施契約書」（以下、平成３０年６月２７日に締結された「変更契約書」及び平成３１年

３月２２日に締結された「変更契約書」による変更を含み、「原契約」という。）について、県と運営権者は、

各々対等な立場における合意に基づいて、その事業期間を令和９年３月３１日まで延長することとし、次の条

項によって公正な公共施設等運営権実施原契約の延長等に関する合意書（以下「本契約」という。）を締結し、

信義に従い誠実にこれを履行するものとする。 

また、本契約の締結及びその履行に際し、県及び運営権者は、本事業が民間事業者である運営権者の創意工

夫に基づき実施されること、公共施設等運営権制度に基づく民間による空港経営に転換し、一体的かつ機動的

な経営によりよって、空港管理の効率化、空港の利用促進、空港を拠点とした賑わいの創出の実現に寄与する

役割を担うことを期待されていることを、それぞれ十分理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

 

 

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成３０令和 年 月 日 

 

             県 

住所  鳥取県鳥取市東町一丁目２２０番地 

鳥取県 

鳥取県知事 平井 伸治 

 

 

運営権者 

住所  鳥取県鳥取市湖山町西４丁目１１０－５ 

                  鳥取空港ビル株式会社 

                  代表取締役 馬場 進中島 文明 
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別紙３－３ 鳥取県営鳥取空港特定運営事業等関連備品使用貸借契約書（案）（第８条第１項関係） 

別紙３－４ 転貸義務を生じる相手方（関連物品備品）（第８条第１項関係） 

別紙４－１ 県が維持する協定等（第１１条第１項関係） 

別紙４－２ 運営権者が締結すべき協定等（第１１条第２項関係） 

別紙５ 鳥取県営鳥取空港特定運営事業等行政財産使用貸借契約書（案）（第１３条第１項関係） 

別紙６－１ 転使用貸借及び賃貸借対象用地（県使用部分）（第１３条第３項関係） 

別紙６－２ 鳥取県営鳥取空港特定運営事業等転使用貸借契約書（案）（第１３条第３項関係） 

別紙６－３ 公有財産賃貸借契約書（案）（第１３条第３項関係） 

別紙７ 転貸義務を生じる相手方（県以外）とその内容（第１８条第２号、第３号関係） 

別紙８ 全体計画の項目（第２２条第１項関係） 

別紙９ 運営交付金（第２９条関係） 

別紙９の２ 滑走路等電気料金高騰対策費（第３４条の２関係） 

別紙１０ 公共施設等運営権の設定に係る対象施設の配置図 

別紙１１ 空港用地 
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第１章 総 則 

 

（目的及び解釈） 

第１条 本契約は、県及び運営権者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な一の事項を定める

ことを目的とする。 

２ 運営権者は、本事業が、空港の管理運営を公共施設等運営権制度に基づく民間による空港経営に転換し、

一体的かつ機動的な経営によりよって、空港管理の効率化、空港の利用促進、空港を拠点とした賑わいの創

出の実現を図るものであることを十分に理解し、本事業を遂行する。 

３ 本契約において用いられる語句は、本文中において特に明示されているものを除き、別紙１において定め

られた意味を有するものとする。 

４ 本契約における各条項の見出しは、参照の便宜のためであり、本契約の各条項の解釈に影響を与えるもの

ではない。 

 

（本事業の概要） 

第２条 本事業は、運営権者が実施する特定運営事業及び任意事業から構成される。 

２ 運営権者は、本契約、要求水準書、実施方針等及び提案書類に従い、法令等を遵守し、本事業を遂行しな

ければならない。 

 

（契約の構成及び適用関係） 

第３条 本契約は、要求水準書、実施方針等及び提案書類と一体の契約であり、これらはいずれも本契約の一

部を構成する。また、本契約の定めに基づき、別途県と運営権者の間で締結される契約は、いずれも本契約

の一部を構成する。 

２ 前項の各書類間に齟齬又は矛盾がある場合には、本契約、要求水準書、実施方針等及び提案書類の順で優

先的な効力を有する。ただし、提案書類の内容が要求水準書に定める水準を超える場合には、その限りにお

いて提案書類が要求水準書に優先する。 

３ 第１項の各書類の内容に疑義が生じた場合は、県及び運営権者の間において協議の上、各書類の記載内容

に関する事項を決定するものとする。 

 

（資金調達） 

第４条 本事業に要する資金調達は、別途定めのない限り、全て運営権者の責任において行うものとする。 

 

（本事業の収入） 

第５条 本契約に基づく本事業による収入は、別途定めのない限り、全て運営権者の収入とする。 

 

（許認可等） 

第６条 本事業の実施に必要となる許認可等は、運営権者が、その責任及び費用負担によりよって取得するも

のとする。また、運営権者が本事業を実施するために必要となる届出及び報告は、運営権者がその責任にお

いて作成し、提出するものとする。ただし、県が許認可等の取得又は届出をする必要がある場合には、県が

必要な措置を講ずるものとし、当該措置について県が運営権者の協力を求めた場合には、運営権者はこれに
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応じるものとする。 

２ 県は別紙２に定める許認可等について、延長事業期間中これを維持するものとし、当該許認可等が本事業

に必要とされなくなった場合及び変更が必要となった場合には、運営権者と協議の上対応するものとする。 

３ 運営権者は、第１項ただし書き及び前項に定める場合を除き、本契約に基づく義務の履行に必要な許認可

等の取得及び維持に関する責任、費用及び損害を負担するものとする。 

４ 県は、運営権者が県に対して書面によりよって要請した場合、運営権者による許認可等の取得及び維持に

ついて、法令等の範囲内において必要に応じて対応するものとする。 

５ 運営権者は、本事業の実施に必要な許認可等の取得及び維持のために提出した書類について、その写しを

保存し、事業期間終了時に県に提出するものとする。 

６ 運営権者は、本契約に基づく義務の履行に必要な許認可等の原本を保管し、県の要請があった場合には、

原本を提示し、又は原本証明を付した写しを県に提出するものとする。 

 

（責任の負担） 

第７条 運営権者は、本契約に別途定めがある場合を除き、本事業の実施に係る一切の責任を負うものとする。 

 

第２章 特定運営事業等の承継等及びその他準備 

 

（特定運営事業等の承継等） 

第８条 運営権者は、延長事業開始予定日までに、別紙３－１に記載のとおり、①延長事業開始日における運

営権設定対象施設の承継、②延長事業開始日における運営権者承継対象契約等の承継（契約相手方の承諾の

取得を含む。）、③空港運営事業の実施に必要な許認可等の承継及び④延長事業開始日における関連物品及び

関連備品の承継に必要な契約手続等を完了しなければならない。各承継等の方法については、別紙３－１に

記載のとおりとし、関連物品の譲与（該当ある場合に限る。）及び関連備品の貸付けについては、別紙３－２

に従って関連物品譲与契約を締結し、及び関連備品の貸付けについては、第３１条の２及び別紙３－３に従

って関連物品譲与契約及び関連備品使用貸借契約を締結する。 

２ 運営権者は、承継した契約・協定等について、延長事業期間中、別紙３－１に記載の条件及び期間で継続

するものとする。 

３ 運営権者は、第１項に定める特定運営事業等の承継等のほか延長事業開始日から確実に本空港の機能が十

分発 

揮されるよう、延長事業開始予定日までに、自己の責任において必要な準備を行わなければならない。この場

合、 

県は必要かつ可能な範囲で運営権者に対して協力するものとする。 

４ 本条による特定運営事業等の承継等に要した人件費等その他の費用は各自の負担とし、互いに求償しない 

ものとする。 

５ 本契約で別途定める場合を除き、県は、特定運営事業等の承継等に必要な契約手続等が延長事業開始予定

日ま 

でに完了しなかった場合、これによりよって運営権者に発生した増加費用又は損害について一切責任を負わ

ない。 

 

（県の瑕疵
か し

担保責任等） 

第９条 前条第１項の定めによりよって延長事業開始日に新たに引き渡された運営権設定対象施設について、

延長事業開始日以後１年を経過する 

までの期間（以下本条において「瑕疵
か し

担保期間」という。）に瑕疵
か し

が発見された場合、運営権者は速やかに県 

に通知する。この場合、県は、瑕疵
か し

担保期間内に運営権者から当該通知があった場合に限り、当該瑕疵
か し

から 

運営権者に発生した損害について補償するものとする。 

２ 県は、前項において瑕疵
か し

担保期間経過後に運営権設定対象施設について瑕疵
か し

が発見又は通知された場合、 

これらの瑕疵
か し

について一切責任を負わない。 
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３ 県は、瑕疵
か し

担保期間経過後に前条第１項の定めによりよって延長事業開始日に新たに譲与又は貸付けをし

た関連物品及び関連備品、その 

他県が運営権者に承継した契約等、その他特定運営事業等の承継等に当たって運営権者に提供された情報等 

に瑕疵
か し

が発見された場合、これらの瑕疵
か し

について一切責任を負わない。 

 

（空港供用規程及び空港保安管理規程） 

第１０条 運営権者は、延長事業開始予定日までに、民活空港運営法、空港法、航空法及び空港条例等並びに

要求水準書に従って、空港供用規程及び空港保安管理規程（「空港機能管理規程」へ名称を改めた後において

は、空港機能管理規程を指す。以下同じ。）を作成し、国土交通大臣に届け出、当該届出後速やかに、県にそ

の写しを提出するものとする。これらを変更した場合も同様とする。 

２ 運営権者は、延長事業期間中、前項の定めによりよって届出を行った空港供用規程及び空港保安管理規程

に従って本事業を実施するものとする。 

 

 

（協定の締結等） 

第１１条 県は、延長事業開始日において締結している別紙４－１記載の協定等について、延長事業期間中、

これを維持するものとし、当該協定等が本事業に必要とされなくなった場合及び変更が必要となった場合に

は、運営権者と協議の上、対応するものとする。 

２ 運営権者は、事業開始予定日令和５年４月３０日までに、別紙４－２に記載の内容の協定等を締結するも

のとする。 

 

（県職員の派遣） 

第１２条 運営権者は、県との間で、延長事業開始予定日までに、本事業の実施に必要な県職員の派遣に関す

る取決めを締結するものとする。また、運営権者が延長事業期間中に新たな県職員の派遣を要請するときも、

派遣の受入れを予定する日までに同様の取決めを締結するものとする。 

２ 前項の取決めが締結されたときは、当該取決めは本契約の一部を構成するものとし、県は、任命権者とし

て、当該取決めに従い、運営権者に対して、本事業の実施に必要な県職員を派遣し、運営権者は当該県職員

を受け入れる。 

 

第３章 土地・建物に対する使用権の設定 

 

（県からの空港用地及び運営権設定対象施設の貸付け及び転貸） 

第１３条 県は、延長事業開始予定日までに、運営権者との間で空港用地及び運営権設定対象施設について、

別紙５の様式による行政財産使用貸借契約を締結し、延長事業開始日に運営権者に対して運営権設定対象施

設を引き渡す。行政財産使用貸借契約の貸付期間は延長事業期間と同じとし、本契約が何らかの理由により

よって解除又は終了した場合、行政財産使用貸借契約も終了するものとする。 

２ 運営権者は、空港用地及び運営権設定対象施設について、県から引渡しを受けた後、延長事業期間を通じ

て、善良なる管理者の注意義務をもって管理を行う。 

３ 県及び運営権者は、第１項に定める行政財産使用貸借契約の締結と同時に、空港用地のうち県が引き続き

使用する部分として別紙６－１に記載された用地について、別紙６－２の様式による転使用貸借契約又は別

紙６－３の様式による賃貸借契約を締結し、県は当該契約の対象部分を別紙６－１に示す条件で引き続き使

用する。本空港の機能を維持するために、県が空港用地内の他の土地を対象として転使用貸借契約を締結す

ることを望む場合には、運営権者はこれに応じる。 

 

第４章 公共施設等運営権 

 

（公共施設等運営権の延長の効力発生） 
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第１４条 県及び運営権者は、運営権者に対して設定された運営権の延長が、第１５条第１項及び第２項に定

める特定運営事業の延長開始条件（同条第３項ただし書きによりよって県が充足しないことを認めた条件を

除く。）が全て満たされたことをもって、その効力が発生することを確認する。この効力発生によりよって、

当該効力発生時点における運営権設定対象施設の運営等に関する権利及び責任は、本契約で別途定める場合

を除き、県から運営権者に移転し、又は運営権者が引き続き保持する。 

２ 運営権の存続期間については第４９条第２項の定めに従う。 

 

第５章 特定運営事業等 

 

（特定運営事業等の延長開始条件） 

第１５条 運営権者は、延長事業開始予定日までに、次の各号に掲げる特定運営事業等の延長開始条件を充足

しなければならない。 

（１）運営権者の本契約の効力発生のため法令等で必要となる内部手続を適法に履行していることを示す書面

（株主総会議事録、取締役会議事録等）の原本証明付写しの県への提出 

（２）運営権者による第６条に定める本事業の実施に必要となる一切の許認可等の取得 

（３）第８条に定める特定運営事業等の承継等に必要な契約手続等の完了 

（４）第１０条に定める空港供用規程及び空港保安管理規程の作成・届出の完了 

（５）第１１条第２項に定める協定等の締結 

（６）第１２条第１項に定める取決めの締結 

（７）第１３条第３項に定める転使用貸借契約及び賃貸借契約の締結 

（８）第１８条第２号及び第４号に定める賃貸借契約又は使用貸借契約の締結及び県による転貸承認の取得 

（９）事業開始予定日から委託する業務がある場合、第１９条第１項に定める通知 

（10）第２２条に定める全体計画の提出及び県の事前承認の取得 

（11）第２３条に定める当初延長事業開始日の属する事業年度の単年度計画の提出及び県の事前承認の取得 

（12）第３２条第２項に定める着陸料等又は空港航空保安施設使用料金を設定する場合には同条第３項若しく

は第４項に定める届出の完了その他特定運営事業の実施に必要な許認可等の充足 

（13）第４１条に定めるモニタリング計画の策定及び提出 

（14）前各号のほか、運営権者において、本事業の延長開始までに履行すべき本契約上の義務について不履行

がないこと 

２ 県は、延長事業開始予定日までに、以下の特定運営事業等の延長開始条件を充足しなければならない。 

（１）第１２条第１項に定める取決めの締結 

（２）第１３条第１項に定める空港用地及び運営権設定対象施設について行政財産使用貸借契約の締結及び引

渡し 

３ 運営権者は、前２項に定める延長開始条件のいずれか一つでも充足されない場合には、特定運営事業等の

延長（延長事業期間における実施）を開始することができないものとする。ただし、当該延長開始条件のい

ずれかが充足されない場合であっても、県が認めた場合には、運営権者は、特定運営事業等の延長を開始す

ることができる。 

４ 運営権者は、運営権者に本契約上の義務不履行がない場合であって、第１項及び第２項に定める延長開始

条件（第３項ただし書きによりよって県が充足しないことを認めた条件を除く。）が全て充足された時点を延長

事業開始日として、  

同日より特定運営事業等の延長を実施する。ただし、各条件が延長事業開始予定日以前に充足された場合には、

延長事業開始予定日をもって延長事業開始日とする。 

 

（特定運営事業等の延長の開始遅延） 

第１６条 運営権者は、前条第３項に定める特定運営事業等の延長を開始することができない場合を除き、県

がＰＦＩ法第２１条第１項に基づき指定する延長事業開始予定日までに、前条第１項に定める延長開始条件

（同条第３項ただし書きによりよって県が充足しないことを認めた条件を除く。）を全て充足させ、特定運営
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事業等の延長を開始しなければならない。 

２ 運営権者は、延長事業開始日が延長事業開始予定日よりも遅延することが見込まれる場合には、速やかに

当該遅延の原因及びその対応方針を県に通知し、延長事業開始予定日の延長を申請しなければならない。こ

の場合、県は、正当な理由があると認めるときは、ＰＦＩ法第２１条第２項に基づき延長事業開始予定日を

延長することができる。 

３ 運営権者は、前項に定める対応方針において、特定運営事業等の可及的速やかな延長開始に向けての対策

及び延長事業開始日までの予定を明らかにしなければならない。 

４ 運営権者の責めに帰すべき事由によりよって延長事業開始日が当初の延長事業開始予定日よりも遅延し、

県に増加費用又は損害が発生した場合、県はその増加費用及び損害額の支払を運営権者に請求することがで

きる。 

５ 県の責めに帰すべき事由によって延長事業開始日が当初の延長事業開始予定日よりも遅延し、運営権者に

増加費用又は損害が発生した場合、県は、当該増加費用又は損害について補償するものとする。 

６ 法令等の変更又は不可抗力によりよって、延長事業開始日が当初の延長事業開始予定日よりも遅延した場

合の措置については、第３５条から第３８条までの定めに従う。 

 

（特定運営事業等の内容） 

第１７条 運営権者は、延長事業期間中、本契約、要求水準書、実施方針等及び提案書類に従い、次の各号に

掲げる特定運営事業を実施するものとする。 

（１）空港運営等事業 

（２）環境対策事業 

（３）附帯事業 

２ 運営権者は、延長事業期間中、全体計画及び単年度計画に定められた範囲において、前項に掲げる事業の

ほか、任意事業を実施することができる。 

 

（空港用地及び運営権設定対象施設の転貸条件） 

第１８条 本事業を実施するに当たって、空港用地及び運営権設定対象施設を貸し付ける場合には、運営権者

は次の各号に掲げる条件に従う。 

（１）運営権者は、運営権設定対象施設のうち、本空港の着陸料等、空港航空保安施設使用料金及びその他の

施設の利用に係る料金等の収受の前提となる施設を第三者に転貸してはならない。 

（２）運営権者は、延長事業開始予定日までに、別紙７に記載の相手方との間で、同別紙に記載の内容で賃貸

借契約又は民法第５９３条に定める使用貸借契約を締結し、当該契約書の写しを県に提出しなければなら

ない。 

（３）運営権者は、別紙７に記載の各期間中、前号の各契約の変更又は解除を行わない。ただし、各賃貸借契

約又は使用貸借契約の契約相手方から同意を得た場合には、当該契約の変更又は解除をすることができる。 

（４）前２号のほか、運営権者が延長事業開始日以降、第三者との間で新たに空港用地及び運営権設定対象施

設の貸付契約を締結する場合（前号ただし書きの定めによりよって変更契約を締結する場合その他運営権

者が延長事業開始日時点で締結済の契約を再締結又は更新する場合を含む。）には、あらかじめ、県に対し

て転貸承認申請書を提出し、承認を得なければならない。延長事業開始予定日から転貸を行う場合は、延

長事業開始予定日までに、上記の手続を完了するものとする。 

（５）運営権者は、前号に基づき第三者に対して空港用地及び運営権設定対象施設を貸し付ける場合、次に掲

げる条件に従わなければならず、これに反する条件で貸付けを行うことはできない。運営権者は、当該第

三者につきイ（ア）又は（イ）の違反があったことを知ったときは、速やかに県に報告するとともに、当

該第三者との間で締結する土地貸付契約又は建物貸付契約（以下本号において「転貸契約」という。）を解

除しなければならない。 

ア 転貸契約は契約期間が延長事業期間を超えない（本契約が事業終了日前に解除又は終了した場合は

当該解除又は終了をもって当該契約の契約期間も終了する。）ものとしなければならない。 

イ 転貸契約には、次に掲げる事項を規定しなければならない。 
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（ア）当該第三者は、貸付対象の用地又は施設において風俗営業その他公序良俗に反する事業を行わな

いこと。 

（イ）当該第三者は、その関係会社又はその取引先（転貸先等）が、暴力団員等及びその他の関係者の

いずれかに該当する者その他県が不適切と認める者でないことを表明し、かつ将来にわたっても該

当しないこと。 

（ウ）（ア）又は（イ）の違反があったときは、運営権者は催告を要することなく直ちに転貸契約を解除

できること。 

 

第６章 その他の事業実施条件 

 

（第三者への委託） 

第１９条 運営権者は、延長事業期間中、要求水準書に定めるところに従い、本事業に係る業務（委託禁止業

務を除く。以下本条において同じ。）について、県に事前に通知した上で、第三者に委託し、又は請け負わせ

ることができる。 

２ 運営権者は、県から要求された場合には、当該第三者と締結した契約書の写しを県に提出しなければなら

ない。また、運営権者は、第２４条第１項に定める事業報告書の提出と同時に、当該年間事業報告書の対象

期間中に締結した各契約（上記で写しを提出した契約を含む。）の内容の概要（契約当事者、契約名、契約目

的、契約金額、契約期間及び契約日付）の一覧を県に提出する。 

３ 運営権者から本事業にかかる業務を受託した者（以下「受託者」という。）、又は請け負った者（以下「請

負者」という。）が再委託し、又は下請負を使用する場合、運営権者は、県に事前に通知しなければならない。   

４３ 前３項の定めに基づく委託、再委託、請負及び下請負の使用は、全て運営権者の責任において行うもの

とし、受託者、請負者その他本事業に係る業務に関して運営権者又は受託者、請負者若しくはこれらの者が

使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、全て運営権者の責めに帰すべき事由とみなして、運営権者

がその責任を負うものとする。運営権者は、受託者、再受託者、請負者及び下請負者を変更する場合、前３

項の定めに従うものとする。 

５４ 運営権者と受託者又は請負者との間で新たに締結される契約（以下「受託契約」という。）は、次の各号

に掲げる条件に従うものとし、これらのうちいずれかに反する契約は、効力を有しないものと定めなければ

ならない。 

（１）受託契約の期間が延長事業期間を超えない（本契約が途中で解除又は終了した場合は当該解除又は終了

をもって受託契約の契約期間も終了する）こと。 

（２）前号の定めにかかわらず、延長事業期間満了前に本契約が終了した場合であって、県が請求した場合、

県又は県の指定する者が受託契約上の地位を承継し、受託契約を継続させることについてあらかじめ受託

者又は請負者が同意していること。 

（３）受託契約において、本契約と同等の守秘義務が定められていること。 

６５ 運営権者は、本条に基づき本事業にかかる業務を委託し又は請け負わせる場合、暴力団員等及びその他

の関係者のいずれかに該当する者に対しては委託し又は請け負わせないものとし、受託者又は請負者をして、

暴力団員等及びその他の関係者のいずれかに該当する者その他県が不適切と認める者に対しては再委託又は

下請負させないものとする。 

 

（保険） 

第２０条 運営権者は、延長事業期間中を通じて、自己の責任及び費用において、空港管理者損害賠償責任保

険を付保するものとする。 

 

（要求水準の変更） 

第２１条 県は、法令等の変更によりよって要求水準の内容を変更する必要がある場合には、これを運営権者

に対して通知する。この通知をもって要求水準は変更されるものとし、運営権者はこれを遵守するものとす

る。 
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２ 県及び運営権者は、要求水準書の内容について相手方に協議を申し入れることができる。この場合、法令

等に反しない限り、両者で合意した範囲において要求水準書を変更することができる。 

 

第７章 計画及び報告 

 

（全体計画） 

第２２条 運営権者は、要求水準書、実施方針等及び提案書類に基づき、別紙８に基づき、延長事業開始予定

日令和５年度から事業終了日までの期間について、本事業全体についての全体計画を作成しなければならな

い。 

２ 運営権者は、当該全体計画を延長事業開始予定日の３０日前令和５年３月１日までに、県に提出し、県は、

その内容を適切と認めた場合、延長事業開始予定日までにこれを承認する。運営権者は、全体計画を作成す

るに当たっては、基本的に別紙８に定める項目の範囲で運営権者が提案書類において本事業の実施に関して

提案した内容に準拠するものとする。 

３ 運営権者が、延長事業期間中、全体計画の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ県の承認を得なけ

ればならない。 

４ 運営権者は、延長事業期間中、全体計画に記載された内容に従い本事業を実施するよう最大限努力するも

のとする。 

５ 運営権者は、全体計画について県の承認を得た又は延長事業期間中に変更の承認を得た後、延長事業開始

日において若しくは同日後速やかに又は変更の承認を得た場合には、当該承認後速やかに運営権者のホーム

ページ上で公表し、延長事業期間中、公表を維持しなければならない。 

 

 

（単年度計画） 

第２３条 運営権者は、延長事業期間中、延長事業開始予定日を含む事業年度についての単年度計画を延長事

業開始予定日の３０日前までに、それ以降の各事業年度についての単年度計画を当該事業年度開始日の３０

日前までに県に提出し、県は、その内容を適切と認めた場合、延長事業開始予定日又は各事業年度開始日ま

でにこれを承認する。 

２ 運営権者は、延長事業期間中、単年度計画に従い、適正に本事業を実施しなければならない。ただし、運

営権者は、緊急を要すると認める事項を実施する必要がある場合には、承認済みの単年度計画に記載がない

場合であっても、当該事項を実施することができる。この場合、運営権者は当該事項の実施後速やかに単年

度計画を変更し、遅滞なく県に変更後の単年度計画を提出しなければならない。 

３ 運営権者は、令和６年度以降、の事業計画（実施方針及び要求水準書において、県負担となっている更新

投資運営権設定対象施設及び関連備品の更新又は、拡張、新規投資（任意事業に係るものを除く。）を含む。）、

運営交付金の枠を超える、修繕及び備品の購入又は更新及び単年度計画の策定に当たりにおいて県と運営権

者が協議し、運営交付金の範囲で実施する１点当たり２５０万円以上の運営権設定対象施設及び関連備品の

大規模修繕に係る各事業年度の計画をいう。）について、各事業年度開始日の前年度の９月末までに、事前協

議書を県に提出し、協議及び調整を行うものとする。 

４ 県は、前項にかかる県の予算案が決定した場合には、速やかにその旨を運営権者に対して通知する。 

５ 運営権者は、第２項ただし書きに定める場合を除き、単年度計画の内容を変更しようとする場合には、県

に対して事前に変更計画を提出し、県の承認を得なければならない。 

６ 運営権者は、単年度計画について県の承認を得た（変更の承認を含む。）後、速やかに（ただし、延長事業

開始予定日を含む事業年度についての単年度計画については、延長事業開始日において又は同日後速やかに）

運営権者のホームページ上で公表し、延長事業期間中、公表を維持しなければならない。 

 

（事業報告書の提出） 

第２４条 運営権者は、単年度計画の実施状況について運営権者の株主総会後、速やかに当該事業に係る事業

報告書及び収支計算書を作成の上、県に提出しなければならない。ただし、運営交付金の精算を必要とする
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ものについては、当該事業年度の終了後、当該事業年度の翌年度の４月２０日までに県に提出するものとす

る。 

２ 運営権者は、事業報告書について県に提出後、速やかにその公表事項を運営権者のホームページ上で公表

し、延長事業期間中、公表を維持しなければならない。 

３ 事業報告書の様式、記載事項及び公表事項等については、県が別途指定する。 

 

（区分経理） 

第２５条 運営権者は、延長事業期間中、前条第１項の事業報告書の提出と同時に、各事業年度の本事業につ

いて区分経理を行った財務書類を作成し、県に提出しなければならない。 

２ 前項に定める区分経理を行った財務書類の様式、記載事項等については、県が別途指定する。 

 

（財務情報等の報告及び開示） 

第２６条 運営権者は、延長事業期間中、各事業年度の株主総会終了後、速やかに、次の各号に掲げる情報を

県に報告するものとする。 

（１）会社法第４３５条第２項に定める計算書類（監査役による監査済のもの） 

（２）会社法第４３５条第２項に定める事業報告 

（３）計算書類に係る附属明細書（監査役による監査済のもの）及び事業報告に係る附属明細書 

（４）各事業年度末現在における株主名簿の写し（原本証明付） 

（５）その他運営権者が自ら報告又は公表すべきと判断した情報 

２ 運営権者は、前項に基づき報告した内容のうち、前項第１号から第２号までについて、運営権者のホーム

ページ上で公表し、延長事業期間中、公表を維持しなければならない。 

３ 運営権者は、第１項の報告事項のほか、県から統計情報の作成のための情報提供を求められた場合には、

本事業に関する必要な情報を県に対して提供する。 

 

（その他の報告義務） 

第２７条 運営権者は、延長事業期間中、第２２条から第２６条までのほか、本事業に関し県が必要と認めて

報告を求めた事項について、遅滞なく県に報告しなければならない。 

 

第８章 費用負担 

 

（費用負担） 

第２８条 運営権者は、本事業に要する費用を負担する。 

なお、空港用地等のうち県以外の者の所有地については、県が所有者と賃貸借契約を締結し、賃借料を負

担する。 

 

（運営交付金） 

第２９条 県は、別紙９のとおり、別に定める鳥取県営鳥取空港運営交付金交付要綱に基づき、本事業に必要

な費用を運営交付金として交付する。 

２ 令和５年度以降、各事業年度末時点において当該事業年度に交付された運営交付金に残余が生じた場合、

運営権者は、当該残余分を積立金として処理することによってその金額を明らかにしたうえで、翌事業年度

以降において当該積立金を自らの判断で自由に使用することができる。 

 

第９章 更新投資等 

 

（更新投資） 

第３０条 運営権者は、運営権設定対象施設について、令和５年度以降（以下、本条各項について同じ。）、第

４項に規定する更新投資以外のすべての更新投資大規模修繕（運営交付金の範囲で実施する５０万円以上の
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ものをいう。以下同じ。）及び小規模修繕（５０万円未満のものをいう。以下同じ。）を自らの費用（第２９

条第２項に基づき積立金として処理したものを含む。）又は第２９条第１項に基づき県から交付を受けた運

営交付金にて実施する。 

２ 運営権者は、任意事業として自らの判断で、自らの費用（第２９条第２項に基づき積立金として処理した

ものを含む。）において、更新投資を実施することができる。 

３ 前項によりよって運営権者が更新投資を実施した施設は、運営権者の所有となり、運営権者が希望して県

がこれを承認しない限り、当該施設に運営権は及ばない。 

４ 県は、第１項による運営権者が実施する更新投資以外の運営権設定対象施設に係る更新投資のうち、国庫

補助若しくは国交付金（以下、「国庫補助等」という。）対象事業又は予定価格が７，０００万円以上の不動

産若しくは動産の買入れに該当するものの更新、拡張及び運営交付金の枠を超える修繕を自らの費用にて実

施する。この場合、当該更新投資部分は、当然に運営権設定対象施設に追加されるものとし、これについて

運営権者は本契約（第１３条第２項を含み、これに限られない。）に定める義務を負う。また、運営権者は、

当該更新投資部分について、第８条に準じて、運営権設定対象施設として使用するために必要な承継等に係

る契約手続等を行う。 

５ 県は、前項に定める国庫補助等対象事業滑走路、誘導路等で国の補助事業の対象となる更新投資を行うに

関する設計・工事及び発注者支援業務を運営権者に委託することができるものとし、運営権者は、当該業務

の受託のために最大限協力しなければならない追加さこれについて者は本契約（第１３条第２項を含み、こ

れに限られない。）に定める義務を負う。必要が生じた場合は、運営権者と協議を行うものとする。運営権者

は、提案した費用負担を限度として当該更新投資に係る費用の一部を負担する。 

 

６ 運営権者は、運営権者及び県が実施する更新投資に伴い航空法第４３条第１項に規定する重要変更に該当

する場合は、県が実施する航空法上の手続に協力するものとする。 

７ 県が実施した更新投資（第５項に定める場合を除く。）は、必要に応じて運営権者と協議した上で、投資終

了後に当該対象部分を運営権対象施設に帰属させることがある。運営権設定対象施設に帰属させた場合には、

運営権者が運営等を行う。 

８ 前２第５項に基づき行われる更新投資の内容が、運営権者に著しい増加費用若しくは業務の増加又は損害

を発生させる場合には、事前に県と運営権者が協議し、合意した上で実施する。この際、県は、必要と認め

る場合には、協議によりよって本契約の変更を行うことができる。 

９ 第１項に定める更新投資のうち、予定価格が３，５００万円以上の不動産若しくは動産の買入れに該当す

るものについては、その必要性・妥当性等を運営権者が県に対してあらかじめ疎明し県が承認した場合に限

り、当該買入代金の２分の１を県が負担する。また、国際会館又は増築部分（国内線ターミナルビル及び国

際会館の連結部）の営繕工事であり、かつ、１取引単位当たりの予定価格が１，０００万円以上のもの（た

だし、雨漏り関連の補修工事については同予定価格が２５０万円以上のもの）については、その必要性・妥

当性等を運営権者が県に対してあらかじめ疎明し県が承認した場合に限り、当該工事代金の全額を県が負担

する。ただし、県が本項の各負担を行うために必要な予算措置等を運営権者が計画する実施時期に応じて講

じられず、かつ、運営権者がその実施時期を見直すこともできない場合はこの限りではない。 

 

（関連備品に係る更新投資更新・修繕） 

第３１条 運営権者は、県から借り受けた関連備品の修繕について、令和５年度以降（以下、本条各項につい

て同じ。）、第２項に規定する更新投資以外の更新投資大規模修繕及び小規模修繕をすべて自らの費用（第２

９条第２項に基づき積立金として処理したものを含む。）又は第２９条第１項に基づき県から交付を受けた

運営交付金にて実施する。 

２ 県は、関連備品に係る更新投資のうち、国庫補助等対象事業又は予定価格が７，０００万円以上の動産の

買入れに該当する更新投資を自らの費用にて実施する。この場合、当該更新投資部分は、当然に関連備品に

追加されるものとし、これについて運営権者は本契約に定める義務を負う。また、運営権者は、当該更新投

資部分について、第８条に準じて、関連備品として使用するために必要な承継等に係る契約手続等を行う。

関連備品の更新及び運営交付金の枠を超える修繕は県が実施する。運営権者は、関連備品の更新及び修繕が
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必要と判断した場合は、第２３条第３項により各事業年度開始日の前年度の９月末までに、事前協議書を県

に提出し、協議及び調整を行う。 

３ 県は、前項に定める国庫補助等対象事業となる更新投資に関する設計・工事及び発注者支援業務を運営権

者に委託することができるものとし、運営権者は、当該業務の受託のために最大限協力しなければならない。 

４ 第１項に定める更新投資のうち、予定価格が３，５００万円以上の動産の買入れに該当するものについて

は、その必要性・妥当性等を運営権者が県に対してあらかじめ疎明し県が承認した場合に限り、当該買入代

金の２分の１を県が負担する。ただし、県が本項の各負担を行うために必要な予算措置等を運営権者が計画

する実施時期に応じて講じられず、かつ、運営権者がその実施時期を見直すこともできない場合はこの限り

ではない。 

３５ 更新投資を実施した・修繕後の関連備品は、引き続き県の所有とし、県は、関連備品使用貸借契約を変

更の上で同契約に基づく運営権者への無償貸付けを継続するものとする。 

６４ 更新投資を実施した・修繕後の関連備品に対してを再度更新投資を行う更新又は修繕する場合も、本条

の定めに従う。 

７５ 運営権者は、自らの判断で、必要な関連備品以外の備品を自らの費用（第２９条第２項に基づき積立金

として処理したものを含む。以下本項において同じ。）において、購入することができる。運営権者が自らの

費用において購入した当該備品は、運営権者の所有とする。 

 

 

 

（関連備品の使用貸借） 

第３１条の２ 運営権者は、県からの関連備品の借受けについて、令和５年度以降、別紙３－３に従って関連

備品使用貸借契約を締結する。 

 

 

第１０章 利用に係る料金の設定及び収受等 

 

（利用に係る料金の設定及び収受等） 

第３２条 運営権者は、本契約、要求水準書、実施方針等及び提案書類並びに関連する法令等に従い、本事業

対象施設の利用者から以下の各号に掲げる利用に係る料金を設定し収受することができる。ただし、本契約

で別途定める場合又は設定及び収受の根拠となる法令等が変更された場合にはこれらに従う。 

（１）着陸料等 

（２）空港航空保安施設使用料金 

（３）航空運送事業者やテナント等の施設の利用に係る料金 

（４）その他本事業に係る料金であって、法令等上、料金を設定し収受することが禁止されていないもの 

２ 運営権者は、着陸料等を設定する場合には、民活空港運営法第１３条及び空港法第１３条に従い、設定す

る着陸料等をあらかじめ国土交通大臣に届け出るとともに、県に対してもこれを事前に通知するものとする。

延長事業期間中に設定した着陸料等を変更しようとするときも同様とする。 

３ 運営権者は、空港航空保安施設使用料金を設定する場合には、民活空港運営法第１２条第２項及び航空法

第５４条に従い、設定する使用料金をあらかじめ国土交通大臣に届け出るとともに、県に対してもこれを事

前に通知するものとする。延長事業期間中に設定した空港航空保安施設使用料金を変更しようとするときも

同様とする。 

４ 運営権者は、前２項に定める料金のほか本事業対象施設の利用に係る料金及びその他の事業に係る料金等、

法令等上、料金を設定し収受することが禁止されていないものについては、適用ある法令等、本契約、要求

水準書及び提案書類に従い、県に事前に届け出た上で、自由に設定及び収受することができる。 

 

第１１章 リスク分担 
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（リスク分担の原則） 

第３３条 県は、本契約で別途定める場合を除き、運営権者による本事業の実施に対して、何らの対価を支払

う義務を負わない。 

２ 次項の場合及び本契約で別途定める場合を除き、運営権者はその責任で本事業を実施するものとし、本事

業において運営権者に生じた収入の減少、費用の増加、その他損害又は損失の発生については、全て運営権

者が負担する。 

３ 本契約及び実施方針等で県が実施義務を負う業務に関して県の故意又は重大な過失によりよって運営権者

に増加費用又は損害が発生した場合、当該増加費用又は損害について補償するものとする。 

 

（航空需要の変動） 

第３４条 運営権者の責めに帰さない事由によりよって航空需要の著しい変動があった場合は、県は運営権者

と協議の上、運営交付金を見直すものとする。 

 

（滑走路等電気料金高騰対策費） 

第３４条の２ 県は、令和５年度から令和８年度までの各事業年度において、運営権者に対し、滑走路等電

気料金高騰対策費を交付する。各事業年度における滑走路等電気料金高騰対策費の支払時期及び算定方法

については別紙９の２に定めるとおりとする。 

 

（法令等の変更） 

第３５条 法令等の変更によりよって運営権者に増加費用又は損害が生じるときは、県が当該増加費用又は損

害を負担するものとする。運営権者に増加費用又は損害が発生した場合、県は、両者合意の上で運営交付金

の見直し又は県による補償金の支払のいずれかによりよって、当該増加費用又は損害について補償するもの

とする。 

２ 本契約締結日以降、法令等の変更によりよって本事業の遂行が困難となった場合又はそれが見込まれる場

合、運営権者は、その内容の詳細を記載した書面をもって、直ちに県に対し通知し、法令等の変更に対する

対応方針を県と運営権者で協議を行うものとする。 

 

（不可抗力の発生等） 

第３６条 本契約締結日以降、不可抗力によりよって本事業の全部又は一部の遂行が困難となった場合、運営

権者は、その内容の詳細を記載した書面をもって、直ちに県に対し通知しなければならない。 

２ 前項の通知があった場合又は県が自ら不可抗力が発生していると認識した場合、 県は、運営権者とその対

応方針について協議する。ただし、本空港が不可抗力滅失している場合はこの限りでない。 

３ 県は、不可抗力事象による運営権設定施設への物理的な損傷が発生した場合は、運営権対象施設の復旧等

を行う。 

 

（不可抗力による事業継続措置） 

第３７条 前条第２項の定めに基づき、県が不可効抗力事象によりよって事業の全部又は一部の停止が発生し

た場合は、運営権者の本契約上の義務の履行を一時的に免責する。ただし、当該不可抗力の発生が運営権者

の維持管理上の過失による場合は、運営権者は、県に発生した損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合、県は、遅滞なく、運営権者と協議の上、不可抗力からの本事業の復旧スケジュールを決定す

る。 

 

（不可抗力に伴うその他の措置） 

第３８条 不可抗力によりよって県及び運営権者に生じた増加費用及び損害は、前条第１項ただし書きを除き、

各自が負担し、相互に損害賠償請求を行わない。この場合においても運営権者は、その費用及び責任におい

て本事業を継続しなければならない。なお、県及び運営権者は、当該不可抗力によりよって本契約の相手方

当事者に発生する損失を最小限にするよう努めなければならない。 
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２ 前項の定めにかかわらず、不可抗力によりよって、本事業の全部又は一部の停止が発生した場合には、運

営権者は、不可抗力によりよって、履行困難となった本契約上の義務について、当該不可抗力が排除される

まで、又は本契約解除までの期間について、運営権者の履行義務を必要な範囲で免責することについて県に

協議を申し入れることができ、県は必要な範囲でこれを認めることができる。 

３ 前項の場合において、不可抗力による本事業の全部又は一部の停止が３か月以上継続し、又は継続するこ

とが見込まれるときは、運営権者は、本契約の見直しの協議を県に申し入れることができる。この場合にお

いて、不可抗力による本事業の全部又は一部の停止によって本事業の前提となる環境に重大な変化が生じて

いると県が認めたときは、県と運営権者は協議の上、必要な範囲で本契約の見直しを行う。 

４ 県が、不可抗力に起因して緊急事態が発生したと判断した場合には、第４３条の定めに従う。 

 

（損害賠償責任） 

第３９条 本契約に別途定めがある場合を除き、県又は運営権者が本契約に定める義務に違反したことにより

よって相手方当事者に損害が発生したときは、相手方当事者は当該当事者に対し損害賠償を請求することが

できる。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第４０条 運営権者は、運営権者が本事業の実施に際し、第三者に損害を及ぼした場合は、直ちにその状況を

県に報告しなければならない。 

２ 前項の損害が運営権者の責めに帰すべき事由によりよって生じたものである場合は、運営権者は、当該第

三者に対し賠償すべき損害を賠償しなければならない。 

３ 第１項の損害が県の責めに帰すべき事由によりよって生じたものである場合は、県がその損害を賠償しな

ければならない。 

４ 本事業の実施に関し第三者との間に紛争を生じた場合においては、県及び運営権者が協力してその処理解

決にあたるものとする。 

 

第１２章 適正な業務実施の確保 

 

（運営権者によるセルフモニタリング） 

第４１条 運営権者は、延長令和５年度以降の事業期間中、法令等及び要求水準によって実施が義務付けられ

ている事項及び提案書類において提案した事項について基づき、本事業がを適正かつ確実に履行し、要求水

準書の内容を達成しているか確認するため、延長事業開始予定日令和５年４月１日までに県と協議してモニ

タリング計画を定める。 

 

２ 運営権者は、本事業の実施に当たり、モニタリング計画に基づき、点検等を行い、その結果を適切に保存

するとともに、県に提出する。 

３ 運営権者は、前項のセルフモニタリングの方法及び結果のうち、自らが提案書類において提案した公表事

項については、モニタリング計画に基づき運営権者のホームページ上で公表し、延長令和５年度以降の事業

期間中、公表を維持しなければならない。 

 

４ 本条に関するその他の事項については、運営権者が県と協議して定めるモニタリング計画によるものとす

る。 

 

（県によるモニタリング） 

第４２条 県は、延長事業期間中、運営権者がＰＦＩ法、民活空港運営法、航空法、空港法、空港条例等その

他の適用法令等並びに要求水準を満たす方法によりよって本事業を実施しているか否かを確認するとともに、

運営権者の財務状況を把握するため、前条第１項によるモニタリング計画に基づきモニタリングを実施する。 

２ モニタリングの実施に当たり、県は、運営権者から提出されたセルフモニタリングの結果に関する報告書
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を参考にするほか、必要と認める調査を行うことができるものとする。 

３ 運営権者は、県が実施するモニタリング調査に協力すること。 

４ 前３項のモニタリングによりよって本事業が要求水準を満たしていないと判断された場合、県は、運営権

者に対して是正の勧告を行うことができる。 

５ 運営権者は、前項に基づく是正の勧告を受けたときは、是正の方法及び時期を文書にてより県に報告する

とともに、是正を行い、その結果を県へ報告するものとする。 

６ 第２４項に基づく是正の勧告に対し、運営権者が合理的な理由なく是正を行わないときは、県は、運営権

者に対して改善計画の提出を命じることができる。運営権者は、県から改善計画の提出の命令を受けた場合

は、速やかに、改善の方法及び時期を文書にてより県に報告するとともに、改善を行い、その結果を県へ報

告するものとする。運営権者は、改善計画の提出の命令を受けてから、６０日以内に改善計画を県に提出し、

その承認を得る。提出された改善計画では十分に改善がなされないと県が認定した場合、運営権者は認定日

から３０日以内に改善計画を県に再提出する。 

７ 前項の規定に従い改善計画の提出を命じられてから１２０日以内に改善が見られないと県が合理的に判断

する場合、県は、本契約を解除することができる。 

８ 本条に関するその他の事項については、運営権者が県と協議して定めるモニタリング計画によるものとす

る。 

 

（緊急事態等対応） 

第４３条 県又は運営権者は、緊急事態が発生したと判断する事態が生じた場合には、直ちに相手方当事者に

対し通知するものとする。県及び運営権者は、当該状況を可及的速やかに解消すべく可能な限り努力するも

のとする。 

２ 県は、前項の通知を受け取り、又は自己で該当する事態の発生を認識した場合その他ＰＦＩ法第２９条第

１項に定める事由が生じたと判断したときは、同法第２９条第２項に基づく聴聞を行った上で、同条第１項

に基づき、県の判断で、必要な期間及び必要な範囲において運営権の行使の停止を命ずることができる。こ

の場合、県は、当該停止した本事業を自ら行うことができ、また、運営権者に対して県による当該本事業の

実施について協力を要請することができ、運営権者はこれに協力しなければならない。 

３ 前項に基づき運営権の行使が停止された場合、県は、ＰＦＩ法第２７条第１項に基づきこれを登録すると

ともに、当該停止が同法第２９条第１項第２号に定める事由によるときは、運営権者に対して、同法第３０

条第１項に基づいて通常生ずべき損失（運営権者の責めに帰すべき事由によって発生した損失等を除く。）を

補償する責任を負う。 

４ 第２項に定める場合において、県は、運営権の行使の停止を命じない場合であっても、運営権の行使の停

止に至らない範囲において、緊急事態等の解消に必要な期間及び必要な範囲において、自ら必要な措置を行

うことができる。この場合、県は、運営権者に対して県による当該措置の実施について協力を要請すること

ができ、運営権者はこれに協力しなければならない。 

 

（その他必要な措置） 

第４４条 県は、ＰＦＩ法第２８条に基づき、運営権者による本事業の適正を期するため、運営権者に対して、

本事業の業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実施について調査し、又は必要な指示をすることがで

きる。 

２ 前項の県の調査又は指示に従うことによりよって運営権者に費用が発生する場合、その費用は運営権者の

負担とする。 

３ 事業期間中、運営権者が３事業年度連続して赤字を計上した場合、運営権者は、本契約の見直しの協議を

県に申し入れることができる。この場合、県が認めた場合には、県と運営権者は協議の上、必要な範囲で本

契約の見直しを行うことができる。 
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第１３章 誓約事項 

 

（運営権者による誓約事項） 

第４５条 運営権者は、延長事業期間中、法令等及び本契約の各定めを遵守するほか、次の各号の事項を遵守

しなければならない。 

（１）運営権者は、会社法に基づき有効かつ適法に設立され、存続する株式会社であること。 

（２）運営権者は、本事業の実施に当たり、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６

条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（昭和 35 年条約第 7 号）

の誠実な履行を妨げることがないよう留意し、同協定第５条に定める航空機による日本の飛行場への出入

りを確保するため誠実に対応すること。 

（３）運営権者は、延長事業期間を通じて、本事業の規模、内容等に照らして不適切な人員規模、雇用体制と

ならないような人事運用を行うべく、最大限努力すること。 

（４）前３号のほか、提案書類において運営権者の義務事項として提案した事項を充足していること。 

 

（運営権等の処分） 

第４６条 運営権者は、県の事前の許可又は承認を得ることなく、運営権、その他本契約上の地位及び本事業

について県との間で締結した契約に基づく契約上の地位、これらの契約に基づく運営権者の権利及び義務に

ついて、譲渡、担保提供その他の方法による処分（以下本条及び次条において「処分」という。）を行っては

ならない。 

２ 前項の定めにかかわらず、運営権者は、ＰＦＩ法第２６条第２項に基づく県の許可をあらかじめ得た場合

には、運営権を移転することができる。この場合、県は、次の各号に掲げる内容を含む許可の条件を付すこ

とができる。 

（１）譲受人が、本事業における運営権者の本契約上の地位を承継し、本契約に拘束されることについて、県

に対して承諾書を提出すること。 

（２）譲受人が、運営権者が所有し、本事業の実施に必要な一切の資産及び契約上の地位の譲渡を受けること。 

（３）譲受人が、ＰＦＩ法第９条による欠格事由に該当しないこと。 

 

（資産の処分） 

第４７条 運営権者は、本事業に関して運営権者が所有権を有する各資産については、自由に処分することが

できる。 

２ 運営権者は、関連備品については、県の承認のない限り、処分をすることができない。ただし、①関連備

品が耐用年数を経過した場合又は使用ができなくなった場合は、県の事前の承認を得て運営権者の費用及び

負担にてより当該関連備品を処分することができる。また、②関連備品の更新投資更新及び修繕については

第３１条の規定に従う。 

３ 運営権者は、関連物品譲与契約に基づき県から譲り受けた関連物品については、自己の判断で処分するこ

とができる。 

 

第１４章 契約の期間及び期間満了に伴う措置 

 

第１節 本契約の期間 

 

（契約の有効期間） 

第４８条 本契約は、本契約に別途定めがある場合を除き、本契約締結日を始期とし、次条に定める事業終了

日まで効力を有する。 
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（事業期間） 

第４９条 事業期間は、平成３０年７月１事業開始日から平成３６年３月３１日事業終了日までとする。 

ただし、事業終了日より前に本契約が解除又は終了した場合には、第６０条から第６５条までの定めに従う。 

２ 事業終了日をもって運営権の存続期間の終期となり、運営権は消滅する。ただし、事業終了日より前に本

契約が解除又は終了した場合には、第６０条から第６５条までの定めに従う。 

 

第２節 期間満了による本事業終了手続 

 

（事業引継） 

第５０条 事業終了日の６か月前から事業終了日までの間、運営権者は、県又は県の指定する者に本事業が円

滑に引き継がれるよう、以下の内容を含む事業引継をしなければならない。 

（１）運営権者は、運営権者の従業員について県又は県の指定する者が転籍での受入れを希望する場合には、

県の指定する日までに、従業員の意向確認等について必要かつ可能な協力をし、転籍を希望する全従業員

の記録を県又は県の指定する者に送付しなければならない。 

（２）運営権者は、運営権者が締結している契約及び維持している許認可等について県又は県の指定する者が

承継を希望する場合には、県の指定する日までに、契約相手方の意向確認又は許認可等の継続等について

必要かつ可能な協力をし、承継を希望する契約又は許認可等に関する資料を県又は県の指定する者に送付

しなければならない。 

（３）運営権者は、県又は県の指定する者に運営が引き継がれるまでに、県又は県の指定する者によって行わ

れる事業や施設が要求水準を満たしていることの確認等の評価（空港用地への立入調査や聞取調査も含む。）

に協力しなければならない。 

（４）運営権者は、県の指定する日までに、本空港に関して運営権者が有する財務及び運営、技術（知的財産

を含む第三者の使用許可が不要なライセンスや空港運営に必要なマニュアル等を含む。）に関する全ての

最新文書を県又は県の指定する者に電子媒体で送付しなければならない。 

（５）運営権者は、次条の定めに従い、資産の引渡し及び譲渡等を実施しなければならない。 

 

（事業終了日における資産の取扱い） 

第５１条 運営権者は、事業終了日又はそれ以降の県が指定する日に、運営権設定対象施設を県又は県の指定

する者に引き渡さなければならない。当該引渡しに当たり、運営権者は、事業終了日に運営権設定対象施設

が適切な状態にあること及び空港運営の円滑な実施を確保することを目的として、引渡し時点において要求

水準を充足させるため、必要に応じて県と協議の上、運営権設定対象施設及び関連備品の修繕更新投資を実

施するものとする。また、県も必要に応じて第３０条及び第３１条において県が実施することができる旨を

定める範囲で運営権設定対象施設及び関連備品の更新投資及び、拡張及び関連備品の更新等を行うことがで

きるものとする。 

２ 県は、事業終了日又はそれ以降の県が指定する日において、運営権者が事業終了日時点で所有する各資産

のうち、事業終了日後の本空港の運営及び維持管理にとって必要と判断する資産について、自ら又は県の指

定する者をして、予算の範囲内で、時価で買い取るものとする。 

３ 県は、前項で買取りを行わない資産についても、事業終了日以降の本空港の運営を阻害すると判断するも

の以外の資産については、第５３条第２項に定める撤去義務を免除した上で、自ら又は県の指定する者をし

て、無償で引き取ることができるものとする。なお、県が上記によりよって買取り又は引取りの判断をした

場合であって本事業の実施者を新たに公募によりよって選定した場合、県は当該実施者をして、前項に基づ

き時価にて買い取る資産及び本項に基づき無償で引き取る資産の全部又は一部を、それぞれ時価にて運営権

者から買い取らせる又は無償で引き取らせることを公募の条件とするものとする。 

４ 前２項においては、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）県又は県の指定する者が資産を買い取り又は引き取る場合、運営権者は、当該資産を引き渡すまで、善

良な管理者の注意義務をもって保管する。 

（２）県又は県の指定する者が資産を買い取らず又は引き取らない場合には、運営権者は当該資産を自らの責
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任及び費用によりて処分する。前号によりよって当該買取又は引取者が必要と認めた場合には、運営権者

は、当該資産に関連して自らが締結している契約を当該買取又は引取者に承継するために必要な措置を取

るものとする。 

５ 第２項に基づき資産の買取りが行われる場合において、県又は県の指定する者による運営権者への各買取

対価の支払は、県又は県の指定する者が運営権設定対象施設の引渡しを受けた日又は第３項に基づき買い取

った資産の引渡しを受けた日のいずれか遅い日から１年経過後速やかに（運営権者が自らの負担する瑕疵
か し

担

保責任の履行を担保するために合理的な保全措置が採られていることを示して県又は県が指定する者に対し

て各買取対価の支払いを求めた場合において、当該支払いを行う者がこれを適切と認めた場合には、当該支

払を行う者が買い取った資産の引き渡しを受けた日から速やかに）行うものとする。ただし、当該支払日の

到来より前に、県又は県の指定する者が次条に定める瑕疵
か し

担保責任に基づき損害賠償請求を行った場合、県

又は県の指定する者は、各買取対価の支払に係る債務と当該債権を法令等の範囲内において対当額で相殺す

ることができる。この場合、県又は県の指定する者は、当該相殺が実行され、又は当該損害賠償請求に係る

債権が弁済されるまでの間、各買取対価の支払を拒むことができる。 

 

（事業終了日の運営権者の瑕疵
か し

担保責任） 

第５２条 県又は県の指定する者は、前条第１項の定めによりよって引き渡された運営権設定対象施設に瑕疵
か し

があるときは、県又は県の指定する者が当該施設の引渡しを受けた日から１年以内に限り、相当の期間を定

めて、当該瑕疵
か し

の修補を請求し、又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができ

る。 

２ 県又は県の指定する者は、前条第２項の定めによりよって運営権者から資産を買い取った場合、当該資産

に瑕疵
か し

があるときは、県又は県の指定する者が当該資産の所有権を取得した日から１年以内に限り、相当の

期間を定めて、当該瑕疵
か し

の修補を請求し、又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求するこ

とができる。ただし、瑕疵
か し

が重要でなく、かつ、その修補に過分の費用を要するときは、県又は県の指定す

る者は、修補を求めることができず、損害の賠償のみ請求することができる。 

３ 県又は県の指定する者は、前２項の資産が同項に定める瑕疵
か し

によりよって滅失又は毀損したときは、前２

項に定める期間内であっても県又は県の指定する者がその滅失又は毀損を知ったときから６０日以内に前２

項の権利を行使しなければならない。 

 

（本契約終了による運営権設定対象施設及び関連備品の取扱い） 

第５３条 運営権設定対象施設に係る行政財産使用貸借契約は、事業終了日に終了する。 

２ 前項に基づき運営権設定対象施設に係る行政財産使用貸借契約が終了した場合、運営権者は、事業終了日

から速やかに、第５１条に従い運営権設定対象施設を原状に復すため空港用地上に存在する不動産又は動産

等及び空港用地以外の運営権設定対象施設内に存する動産等を撤去して、県又は県の指定する者に引き渡さ

なければならない。ただし、次に掲げる不動産又は動産等が空港用地上又は空港用地以外の運営権設定対象

施設内に存在する場合には、運営権者は、当該不動産又は動産等は撤去せず、県又は県の指定する者に引き

渡さなければならない。 

（１）運営権設定対象施設（空港用地以外） 

（２）第５１条第２項の定めに従い県又は県の指定する者が買い取った資産 

（３）運営権者が所有する不動産又は動産等であって、県又は県の指定する第三者との間で撤去しないことに

ついて合意されている不動産又は動産等 

（４）前３号のほか、県が所有する不動産及び動産等並びに県が別途指示した不動産及び動産等 

３ 前２項の場合において、運営権者が正当な理由なく、事業終了日から相当の期間内に前項に定める撤去及

び引渡義務を履行しないときは、県は、運営権者に代わり当該措置を行うことができ、これに要した費用を

運営権者に求償することができる。この場合、運営権者は、県の処分について異議を申し出ることができな

い。 

４ 関連備品に係る関連備品使用貸借契約（更新後の契約を含む。）は、事業終了日に当然に終了し、運営権者

は関連備品を当該時点の現状有姿で県又は県の指定する者に引き渡すものとする。ただし、引き渡された関
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連備品に瑕疵
か し

があるときは、県又は県の指定する者が当該関連備品の引渡しを受けた日から１年以内に限り、

相当の期間を定めて、当該瑕疵
か し

の修補を請求し、又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求

することができる。 

 

 

 

第１５章 契約の解除又は終了及び解除又は終了に伴う措置 

 

第１節 解除又は終了事由 

 

（運営権者の事由による本契約の解除） 

第５４条 県は、次の各号の事由が発生したときは、運営権者に対し解除事由を記載した書面を送付して通知

することによりよって、催告することなく本契約を解除することができる。 

（１）運営権者の責めに帰すべき事由によりよって実施契約上の義務の履行が不能になったとき。 

（２）運営権者が破産したとき。 

（３）県が指定した期間までに本事業の延長を開始しなかったとき。 

（４）運営権者が本事業を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが明らかになった

とき。 

（５）運営権者が本事業に関する法令の規定に違反し、その影響が重大なとき。 

（６）運営権者の役員のうちに次のいずれかに該当する者があることが判明したとき。 

ア 成年被後見人若しくは被保佐人 

  イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

  ウ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５

年を経過しない者 

  エ 運営権者は運営権を取り消された場合において、その取消しの日前３０日以内に当該運営権者の役員

であった者で、その取消しの日から５年を経過しない者 

  オ 事業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が上記のいずれかに該当す

る者 

  カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する

暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団の構成員（以下「暴力団員」という。）である者 

（７）次に掲げる行為の相手方が暴力団又は暴力団員であることを知りながら当該行為を行ったと認められる

とき。 

  ア 暴力団員を役員等とすること、その他暴力団又は暴力団員を経営に関与させること。 

  イ 暴力団を雇用すること。 

  ウ 暴力団又は暴力団員を代理、あっせん、仲介、交渉等のため使用すること。 

  エ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他財産上の利

益を与えること。 

  オ 暴力団又は暴力団員を問題の解決等のために利用すること。 

  カ 役員等が暴力団若しくは暴力団員であること、又はアからオまでに掲げる行為を行うものであると知

りながら、その者に物品の製造、仕入、納入その他業務を下請け等させること。 

 

（県の任意による解除） 

第５５条 県は、本契約を継続する必要がなくなった場合又はその他県が必要と認める場合には、６か月以上

前に運営権者に対して通知することによりよって、本契約を解除することができる。 

 

（県の事由による本契約の解除又は終了） 

第５６条 運営権者は、県の責めに帰すべき事由によりよって、県が本契約上の重大な義務を履行しない場合、
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運営権者から６０日以上の当該不履行を是正するのに必要な合理的期間を設けた催告を受けたにもかかわら

ず、県が本契約上の重大な義務を履行しない場合、又は県の責めに帰すべき事由によりよって本契約に基づ

く運営権者の重要な義務の履行が不能になった場合、県に対し、解除事由を記載した書面で通知することに

よりよって、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 県が本空港の所有権を有しなくなったとき（不可抗力滅失の場合を除く。）は、本契約は終了する。 

 

（不可抗力による本契約の終了又は解除） 

第５７条 不可抗力事象が発生し、県による事業継続措置が行われる場合であって、本事業の復旧スケジュー

ルを決定することができない場合、又は復旧スケジュールに基づく本事業の再開が不可能、若しくは著しく

困難であることが判明した場合、県は本契約を解除できる。 

２ 不可抗力事象の発生によりよって空港が滅失したときは、本契約は当然に終了する。 

 

（法令等変更による本契約の解除） 

第５８条 法令等変更によりよって、本契約に基づく義務のうち全部又は重要な部分の履行が不可能となった

ときは、県又は運営権者は、相手方に対し解除事由を記載した書面を送付して通知することによりよって、

本契約を解除することができる。 

 

（合意解除） 

第５９条 県及び運営権者は、合意によりよって本契約を終了させることができる。この場合、本契約に別途

定めるほか、解除の効果については県及び運営権者の合意によりよって決定する。 

 

第２節 解除又は終了の効果（全事由共通） 

 

（事業開始日前の解除又は終了の効果（全事由共通部分）） 

第６０条 事業開始日前に、第５４条ないし第５９条までの規定に基づき本契約が解除又は終了した場合であ

って、当該解除又は終了時点までに第８条第１項に基づき特定運営事業等の承継等を実施していた場合には、

承継等に際して交付された資産又は資料の返還等の必要な措置を行うものとする。この場合、当該承継等及

び措置に要した費用は各自これを負担する。 

 

（事業開始日後の解除又は終了の効果（全事由共通部分）） 

第６１条 事業開始日後に、第５４条から第５９条までの規定に基づき本契約が解除又は終了した場合、第５０

条から第５３条までの定めについては、「事業終了日」を「本契約の解除又は終了日」に適宜読み替えて適用

する。ただし、以下の各号に記載されている定めについては、各号の定めに従う。 

（１）第５０条については、以下のように読み替える。 

「本契約が第５４条から第５９条までの定めによりよって終了又は解除された場合、運営権者は、県又は

県の指定する者に本事業が円滑に引き継がれるよう、以下の各号の引継ぎを含む事業引継をしなければなら

ず、事業期間終了後合理的に必要な期間、引継ぎに協力する義務を負うものとする。」 

２ 前項の場合において、運営権者は、県又は県の指定する者による本事業の実施に協力するため、本契約が

解除又は終了した後合理的に必要な期間、県又は県の指定する者から本事業に係る業務の委託を受ける等の

協力義務を負うものとし、県は、運営権者に対して当該委託について相当な対価を、別途合意した日に支払

うものとする。 

 

第３節 解除の効果（運営権者の事由による解除） 

 

（違約金等－運営権者事由解除） 

第６２条 第５４条各項又は第５６条第２項（運営権者の責めに帰すべき事由による場合に限る。）の定めによ

りよって本契約が解除され、又は終了した場合、運営権者は、県に対して県の指定する期限までに次項に定
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める違約金その他の金員を一括で支払わなければならない。ただし、両者の間で協議の上、分割払いとする

ことを妨げない。 

２ 前項に定める違約金の額は、事業期間中の運営交付金の額の１０分の１に相当する金額とし、運営権者は、

解除に起因して県が被った損害額が違約金の額を上回るときは、その差額を、県の請求に基づき支払わなけ

ればならない。 

３ 第１項の場合において、県は、第５１条第２項の定めに基づき各資産を買い取る場合、当該資産の売買代

金債務と違約金等請求権を相殺することができる。 

 

（運営権取消等－運営権者事由解除） 

第６３条 第５４条各項の定めによりよって本契約が解除された場合、ＰＦＩ法第２９条第１項第１号ホに定

める重大な違反があったものとして、行政手続法第１３条第１項第１号に基づく聴聞手続を執った上で（同

条第２項に該当するときは直ちに）、県はＰＦＩ法第２９条第１項第１号に基づいて運営権を取り消し、県及

び運営権者は、遅滞なく運営権の抹消登録を行う。 

 

第４節 解除又は終了の効果（県の事由及び法令等変更による解除又は終了） 

 

（運営権取消等及び損失の補償－県事由及び法令等変更事由解除） 

第６４条 第５５条、第５６条又は第５８条によりよって本契約が解除された場合、県は、行政手続法第１３

条第１項第１号に基づく聴聞手続を執った上で（同条第２項に該当するときは直ちに）、ＰＦＩ法第２９条第

１項第２号に基づいて運営権を取り消し、県及び運営権者は、遅滞なく運営権の抹消登録を行う。また、第

５７条第２項によりよって本契約が終了した場合には、県及び運営権者は、遅滞なく運営権の抹消登録を行

う。 

２ 前項の場合（第５６条第１項による本契約の終了については、県の責めに帰すべき事由がある場合に限る。）、

県は、運営権者に対して、運営権者に生じた損失を補償する。なお、損失額は県と運営権者で協議して定め

るものとする。 

 

第５節 解除又は終了の効果（不可抗力による解除又は終了） 

 

（運営権放棄・取消等及び損失の負担－不可抗力解除） 

第６５条 第５７条によりよって本契約が終了した場合には、県及び運営権者は、遅滞なく運営権の抹消登録を

行う。また、第５７条第１項によりよって本契約が解除された場合、県は自らの判断によりよって、運営権

者に対して、運営権を放棄させる又は県の指定する者に無償で移転させることができ、運営権者は県の指示

に従うものとする。 

２ 県、運営権者のいずれも、第５７条による本契約の解除又は終了によって発生した損害については、自ら

負担するものとする。 

 

第１６章 知的財産権 

 

（著作権の帰属等） 

第６６条 県が、本事業の募集手続又は本契約に基づき、運営権者に対して提供した情報、書類及び図面等（県

が著作権を有しないものを除く。）の著作権は、県に帰属する。 

 

（著作権の利用等） 

第６７条 県は、成果物について、県の裁量によりよって無償で利用する権利及び権限を有するものとし、そ

の利用の権利及び権限は、本契約の終了後も存続するものとする。 

２ 県の指定する者に対して本空港について新たに運営権が設定される場合及び県の指定する者が運営権者の

所有する資産を買い取る場合、前項の利用の権利及び権限は、本契約終了後、県の指定する者も有するもの
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とする。 

３ 成果物及び本事業対象施設のうち著作権法第２条第１項第１号に定める著作物に該当するものに係る同法

第２章に定める著作者の権利（次条において「著作者の権利」という。）の帰属は、同法の定めるところによ

る。 

４ 運営権者は、県（第２項における県が指定する者を含む。）が成果物及び本事業対象施設を次の各号に掲げ

るところによりよって利用することができるようにしなければならず、自ら又は著作者（運営権者を除く。）

をして、著作権法第１９条第１項又は第２０条第１項に定める権利を行使し、又はさせてはならない。 

（１）著作者名を表示することなく成果物の全部若しくは一部又は本事業対象施設の内容を自ら公表し、若し

くは広報に使用し、又は県が認めた公的機関をして公表させ、若しくは広報に利用させること。 

（２）成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 

（３）必要な範囲で、県又は県が委託する第三者をして、成果物について、複製、頒布、展示、改変、翻案そ

の他の修正をすること。 

（４）本事業対象施設を写真、模型、絵画その他の方法によりよって表現すること。 

（５）本契約終了後、本事業対象施設を増築、改築、修繕若しくは模様替えによりよって改変し、又は取り壊

すこと。 

 

（著作権等の譲渡禁止） 

第６８条 運営権者は、自ら又は著作権者をして、成果物及び本事業対象施設に係る著作者の権利を第三者に

譲渡し、若しくは継承し、又は譲渡させ、若しくは継承させてはならない。ただし、事前に県の承認を得た

場合は、この限りではない。 

 

（第三者の有する著作権の侵害防止） 

第６９条 運営権者は、成果物及び本事業対象施設（運営権者が整備を行った部分に限る。以下本条において

同じ。）が、第三者の有する著作権を侵害するものでないことを県に対して保証する。 

２ 運営権者は、成果物又は本事業対象施設が第三者の有する著作権を侵害した場合において、当該第三者に

対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならないときは、運営権者がその賠償額を負担し、

又は必要な措置を講ずるものとする。なお、本項は本契約の終了後も存続するものとする。 

 

（第三者の知的財産権等の侵害） 

第７０条 運営権者は、本契約の履行に当たり、前条のほか、第三者の有する特許権、実用新案権、意匠権、

商標権及びその他の知的財産権（以下本条において「知的財産権等」という。）を侵害しないこと並びに運営

権者が県に対して提供する成果物の利用が第三者の有する知的財産権等を侵害していないことを県に対して

保証する。 

２ 運営権者が本契約の履行に当たり第三者の有する知的財産権等を侵害し、又は運営権者が県に対して提供

するいずれかの成果物の利用が第三者の有する知的財産権等を侵害する場合には、運営権者は、運営権者の

責めに帰すべき事由の有無の如何にかかわらず、当該侵害に起因して県又は県の指定する者に直接又は間接

に生じた全ての損失、損害及び費用につき、県又は県の指定する者に対して補償及び賠償し、又はこれらの

者が指示する必要な措置を行う。ただし、運営権者の当該侵害が、県の特に指定する方法等を使用したこと

に起因する場合には、この限りではない。なお、本項は、本契約の終了後も存続するものとする。 

 

（知的財産権等） 

第７１条 運営権者は、自らが知的財産権等の対象となっている技術等を使用するときは、その使用に関する

一切の責任を負わなければならない。ただし、県が当該技術等の使用を指定した場合であって運営権者が当

該知的財産権等の存在を知らなかったときは、県は、運営権者がその使用に関して要した費用を負担しなけ

ればならない。 

 

第１７章 その他 
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（協議会の設置） 

第７２条 県及び運営権者は、必要と認める場合は、本事業の実施に関する協議を目的として、各種協議会を

設置することができる。 

２ 県及び運営権者は、相手方当事者から協議会の設置を求められた場合、合理的な理由なくこれを拒んでは

ならない。 

 

（公租公課） 

第７３条 本契約に関連して生じる公租公課は、全て運営権者の負担とする。 

 

（秘密保持義務） 

第７４条 県及び運営権者は、相手方当事者の事前の承認がない限り、本契約に関する情報（本事業を実施す

る上で知り得た秘密を含む。）を他の者に開示してはならない。 

２ 前項の定めにかかわらず、県及び運営権者は、次の各号に掲げる場合に限り、本契約に関する情報を開示

することができる。ただし、開示の方法について県が指示した場合には、当該指示に従い開示する。 

（１）特定の第三者に対して開示することが予定されている情報を当該第三者に対して開示する場合 

（２）当該情報を知る必要のある県又は運営権者の従業員等（県の職員若しくは運営権者の役員を含む。）若し

くは県又は運営権者の弁護士、公認会計士、税理士等の専門家 

（３）本条の定めに違反することなく第三者に既に知られている情報を、当該第三者に対して開示する場合 

（４）既に公知の事実となっている情報を、第三者に対して開示する場合 

（５）法令等（鳥取県情報公開条例（平成１２年鳥取県条例第２号）を含む。）に基づき開示を求められた情報

を法令等で求められる範囲において開示する場合 

（６）裁判所の命令によりよって開示を求められた情報を開示する場合 

（７）県が本契約（各別紙を含む。）の締結版を開示する場合 

３ 前２項の定めは、県及び運営権者による本契約の完全な履行又は本契約の終了にかかわらず、有効に存続

する。 

 

（金融機関等との協議） 

第７５条 県は、必要と認めた場合には、本事業に関して、運営権者に融資等を行う金融機関等との間で協定

書を締結する。県が当該協定書を締結する場合には、次の各号に掲げる事項を定める。 

（１）県が本契約に関して運営権者に損害賠償を請求し、又は本契約を終了させる際の金融機関等への事前通

知及び金融機関等との協議に関する事項 

（２）金融機関等が運営権者への融資について期限の利益を喪失させ、又は担保権を実行するに際しての県と

の間で行う事前協議及び県に対する通知に関する事項 

（３）県による本契約の解除に伴う措置に関する事項 

（４）運営権者が保有する権利及び資産に金融機関等が担保を設定し、又は行使する際の県との間で行う事前

協議に関する事項 

 

（遅延利息） 

第７６条 県、又は運営権者が、本契約に基づく支払を遅延した場合には、未払金額に対し、遅延日数１日に

つき契約締結日現在において鳥取県会計規則（昭和３９年鳥取県規則第１１号）第１２０条第１項に規定す

る率の遅延利息を相手方に支払わなければならない。 

２ 県は、本契約の基づいて生じた運営権者に対する債権及び債務を、法令等の範囲内において対等額で相殺

することができる。 

 

 

（契約保証金） 
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第７７条 契約保証金は、これを免除する。 

 

（管轄裁判所） 

第７８条 本契約に関連して発生した全ての紛争は、鳥取地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（その他） 

第７９条 本契約に定める請求、通知、報告、勧告、承認及び契約終了告知並びに解除は、相手方に対する書

面をもって行われなければならない。 

 

 

（疑義に関する協議） 

第８０条 本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解釈に関して疑義が生じ

た場合は、その都度、県及び運営権者が誠実に協議して、これを定めるものとする。 


